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　遺言は故人の最後の意思を尊重し、それに法的拘束力を持たせるものです。原則15歳以上の人ならば誰でも遺言を残すことができます。（民法§961）
　ここ近年、遺言を残す人が急増しています。平成22年における全国の公証人役場で作成された公正証書遺言数は8万1,984件であり、年々増加しています。
　では、なぜ、遺言を残す人が増えたのでしょうか。理由として、ある特定の人に財産を残すことができる、遺産分割における相続人間の紛争の予防、などがあげられます。
①特定の人に財産を残すことができる
相続において参考となる基準は民法にあります。誰がどのくらい相続するのか、民法で相続人と相続分が規定されています（民法§900・§901）。
　しかし、これでは必ずしも遺言者の意思と合致しているものとは限りません。配偶者や子供には多く財産を残したい、相続人ではないけれど自分がお世話になった人に財産を残したい、など誰しもが考えることです。ほかにも、子どもを認知したい、寄付をしたいなど遺言で指定しておけばこういった遺言者の意思どおりに実行することができます。
②相続を「争続」としないために
相続は決して穏やかに、スムーズに進むものとはかぎりません。相続人間で話し合いがこじれてもめてしまい、結果として「争続」となってしまうことも珍しくありません。以下の事例を見てください。
　事例１は、典型的な「争続」の例です。相続人が配偶者のほかは兄弟姉妹という場合（特に義理の甥や姪が出てくる場合）には、話し合いが厄介になりもめてしまうことが少なくありません。こんなとき、Ａさんは「妻に全財産を残す」旨を記載した遺言書を残し、自分の意思を伝えることで相続人間の無用なトラブルを防止できたはずです。兄弟姉妹には、遺留分（後述）がないため、妻が全財産を相続するのに遺言書は役に立ちます。
事例２は、遺言書があったおかげで、相続人間でもめることなく相続を進めることができた事例です。この事例も一歩間違えたら、争続となり骨肉の相続争いが予想される内容です。しかし、Ｂさんが遺言書を残し意思を示したことで、トラブルを避けることに成功しています。
ちなみに、自営の商店や会社については、分割すると経営基盤の弱体化する可能性が高くなるので後継者を決め、相続させた方が望ましいです。跡目争いを防ぐためにも遺言は有効な手段といえるでしょう。
■事例１　子供がおらず、相続人が妻と兄弟姉妹の場合
	 Aさんは、子供はいないが、妻と2人で一生懸命働きながら建てたマイホームがあり、老後に備え貯蓄もしてきた。自分が死んだあとは、妻の老後に心配がないよう全財産を残したいと考えている。しかし、Aさんには兄弟がいる。年に何回か会う程度で、今まで一緒に過ごしてきたわけではなく、形見分け程度でいいと考えていた。
　後日、Aさんは死亡。残された妻と兄弟の間で相続の話し合いがなされた。妻はAさんの意思を伝え、相続の放棄をお願いしたが、兄弟たちは、法定相続分である財産の4分の1の相続を主張し、放棄を拒否した。話し合いは決着がつかず、兄弟たちは弁護士に依頼し、妻は4分の3、兄弟たちで4分の1を相続することになった。
Aさんは妻の老後のため、家を残したかったのだが、その希望は通らず、相続財産を分配するために妻と兄弟たちによって売却されてしまった。そして、話し合いがこじれてしまったせいで、妻と兄弟たちの仲は悪化し、行き来もまったくなくなり、妻は老後を孤独に過ごすこととなった。


■事例2　お店を相続人の1人だけに譲った場合
	Ｂさんは個人商店の経営者である。妻と長男と長女の2人の子供がいる。
事実上、長女（実際は婿）が店の経営を任されており、運営している状況である。そういう事情からＢさんは商店に関する一切の権利を長女1人に譲ることを考えていた。店は7店舗あり、経営を一括しないと店舗がバラバラになってしまうからである。
　妻には自宅の権利を譲ることとしたが、長男に譲るものがない。しかし、長男は独立して外で働いており、店の経営を手伝ったことは一度もなかった。
　そこで、Ｂさんは、「住居は妻に与える」、「商店に関する一切の権利は長女が相続する」、「長男には1,000万円与える。これは、長女が経営する商店の収益から月額10万円ずつ支払うものとする」、「遺言執行者をＣ氏とする」旨を記載した遺言書を作成した。
　Ｂさんの死後、遺言書の内容に最初長男は不満であったが、遺言の理由に「病気がちな妻に経済的な困難をさせないため」、「事実上の長女の経営により、収益が向上している」などが明記されており、長男には毎月10万円は行くこと、遺言執行者によるＣ氏のスムーズな財産分配のもと、長男も納得しもめることなく相続は終了した。



遺言には何を書いても構いませんが、法的効力があるものは限られています。
	相続に関する事項
	相続分の指定および委託
	各相続人に法定相続分と異なる相続分を指定できる。また、第三者に相続分の指定を委託できる。

	
	遺産分割の方法の指定および
委託
	誰にその財産を相続させるかなどを具体的に指定できる。また、第三者に遺産分割の方法の指定を委託できる。

	
	遺産分割の禁止
	
相続開始から最長５年以内の期間で、遺産分割を禁止できる。

	
	担保責任の指定
	相続人同士の間にある担保責任を軽減、加重できる。

	
	「特別受益の持戻し」の免除
	
生前贈与や遺贈などによる特別受益分を、相続分に反映させない旨を表明できる。

	
	遺留分の減殺方法の指定
	減殺の順序や割合を指定できる。

	
	相続人の廃除と廃除の取り消し
	特定の相続人を廃除したり、あるいは廃除の取り消しの意思を表明できる。

	財産処分に関する事項
	遺贈
	特定の相続人または相続人以外の人に財産を贈与できる。

	
	寄付行為
	特定団体へと、財団法人設立のための寄付の意思を表明できる。

	
	信託の設定
	財産の管理・運用を信託銀行に信託する旨の意思を表明できる。

	身分に関する事項
	子の認知
	婚姻外の子を認知することができる。胎児も認知可能。

	
	未成年者の後見人の指定・後見監督人の指定
	親権者がいない未成年者の相続人がいる場合、後見人を指定できる。また、その後見人についての後見監督人を指定できる。

	その他の
事項
	遺言執行者の指定および委託
	遺言の内容を執行してもらう遺言執行者を指定できる。また、第三者に遺言執行者の指定を委託できる。

	
	祭祀承継者の指定
	先祖の祭祀を主宰し、祭祀財産の承継者を指定できる。


なお、遺言の効力は、遺言者の死亡により効力が発生します（民法§985①）。
ただし、効力の発生に条件が付与されている場合はこの限りではありません（民法§985②）。」

遺言の内容を実行するための手続きを遺言の執行といいます。遺言で遺言執行者が指定されている場合は、その者が行うこととされています（民法§1006）。遺言執行者は相続財産の管理・処分する権利を持ち、相続人が勝手に財産を持ち出すことはできません。遺言執行者は複数でもよいとされています。
相続を争いなく円滑に進めるために、相続人ではなく利害関係のない第三者を遺言執行者に指定し、遺産分割が行われる場合が多いようです。遺言執行者の任務は、下表のように、どの内容も法律の専門知識を必要とするので、弁護士などの専門家に依頼するとよいでしょう。
遺言執行者は必ず指定しなければいけないものではありませんが、内容によっては、遺言執行者でなければできないものもあります。遺言執行者に指定された人は辞退することも可能です。
	任務
	任務内容
	遺言執行者の有無

	①財産目録の作成
	遅滞なく作成し、相続人に交付。相続人の請求があれば、相続人立ち会いのもとで作成する。場合によっては、公証人に作成させる。
	どちらでもよい

	②子の認知
	遺言執行者はその任に就いた日から10日以内に戸籍上の届け出を行う。
	必要

	③相続人廃除・廃除の取り消し
	遅滞なく家庭裁判所にその請求を行う。廃除または廃除の取り消しの確定後、戸籍上の届け出を行う。
	必要

	④遺贈の指定がある場合の受遺者への財産送付
	受遺者に遺贈を受けるか確認した上で財産を引き渡す。
	どちらでもよい

	⑤不動産の相続登記
	相続登記の手続きを行う。
相続人の承諾は不要。
	どちらでもよい

	⑥その他、遺言執行に必要な行為
	遺言中の財産処分に関する内容に従い、財産の引き渡しを行う。
	どちらでもよい



相続人の間で「誰がどの財産を受けるのか」「誰がどのくらい財産を受けるのか」を決める話し合いを遺産分割協議といいます。原則相続人全員で行うこととされていますが、一堂に集まる必要はなく電話やファックス、メールでのやり取りをして協議をしてもかまいません。
遺言に遺産分割の方法が明記されており、遺言執行者がいる場合には、遺言執行者が作成した財産目録をもとに、遺言に従って遺産の分配が行われます。
　遺言に遺産分割の方法がなかった場合、話し合いによる分割協議が行われることとなりますが、冒頭でも述べたように、ここで相続人同士の骨肉の争いが起こる可能性も少なくありません。財産の分配の方法を明記した遺言を作成すれば、この争いを防ぐことにもつながります。相続人同士で争うことなく、スムーズに相続ができるよう配慮した遺言を作成することが望ましいでしょう。
　さらに、スムーズに相続を進めるための遺言を作成するためのポイントがもう一つあります。それは、相続税を考慮した遺産分配にすることです。たとえば、相続した財産が高額の不動産だった場合、相続人が相続税を払いきれず財産を売却し、売却したことで譲渡所得税もとられてしまうなんてケースも見られます。結果として、誰が相続するのか決まらず、協議が長引いてしまったり、もめてしまったりすることにもなりかねません。税理士などの専門家に相談しアドバイスをもらい作成するのも一つの手段です。
　各々相続する財産が決まったら、「遺産分割協議書」を作成します。法的な義務はありませんが、相続税の申告の際に必要になる場合もあるので作成した方がよいでしょう。
　

　遺言による遺贈や財産分配の指定は法定相続より優先されます。しかし、これでは相続人の利益が侵害されてしまうケースがあり、民法では、下記の相続人に限って相続財産を一部留保することを保証しています。これが「遺留分」です。（民法§1028～§1030）
遺言や遺贈によって遺留分を侵害された相続人は、対象財産を取得した相手に対して遺留分の返還請求をすることができます（遺留分減殺請求；民法§1031）。減殺請求権は、遺留分の侵害を知った日から1年以内、相続開始から10年以内に行わなければ消滅します（民法§1042）。遺言により、遺留分をなくすことはできませんが、遺留分の減殺方法の指定することは可能です。




　
遺言は必ず1人だけのもので、書面の「遺言書」の形式にしなくてはいけません。（民法§975）そして、民法に規定されている方式に則ることで一定の効力が生じます。ですので、民法を無視して作成してしまった遺言書は無効となるので注意してください。不備があるために「遺言書らしきもの」と扱われ、相続人間で争いになるケースが少なくありません。
民法に決められている遺言の方式は、以下のとおりです。（民法§967～984）
	普通方式
	特別方式

	①自筆証書遺言（民法§968）
②公正証書遺言（民法§969・§969の2）
③秘密証書遺言（民法§970～§972）
	④危急時遺言（民法§976）
⑤隔絶地遺言（民法§977～§979）


①自筆証書遺言
遺言者本人が遺言の全文、日付、氏名を自書し、押印する形式です。また、遺言者自らが遺言書を保管することとなっています。
この方式には、筆記用具の決まりもなく、費用が一切かからないので手軽にできるメリットがあります。ただし、法的に有効なものとするために以下のポイントに注意して作成する必要があります。
	ポイント
	注意点

	●必ず自書であること
	代筆やパソコンでの作成は無効。
また、ビデオやテープによる記録したものも無効

	●日付があること
	日付がなかったり、あっても特定できないものは無効

	●押印があること
	ないものは無効

	●加除訂正の処理を法律どおり行っていること
	遺言書中に加除訂正等生じた場合、遺言者がその場所を指定し、これを変更した旨を付記し、これに署名して変更箇所に押印しなければ無効


自筆証書遺言は、遺言者の死亡でその効力が自然に発生しません。有効なものとするためには、遺言書を家庭裁判所に提出し、検認の手続きを行う必要があります。（民法§1004）検認は、遺言書の形式・内容を明確にして偽造を防ぎ、遺言の存在を他の相続人に知らしめる効果があります。決して、遺言の有効・無効を判断する手続ではありません。以下に検認の手続きの流れを解説します。



②公正証書遺言
　公正役場で公証人に作成してもらう方式です。最も安全な遺言とされ、自筆証書遺言のように、内容や形式の不備による無効、検認の不要（民法§1004Ⅱ）、原本は公正役場に保管されるため紛失や改ざんのおそれがない、などのメリットがあります。手続きは以下のとおりです。（民法§969）
	①遺言者のほかに証人2人以上が立会う。
②公証人に遺言者が口述（口授）する。
③公証人は口述内容を筆記し、それを遺言者ならびに承認に読み聞かせる。
④筆記された内容が正確なことを確認し、これに遺言者と証人が署名・押印
する。
⑤最後に、法律の方式に従って作成された旨を付記し、署名・押印する。


一見すると、安全でよさそうですがデメリットもあります。証人が2人以上必要なこと、遺言内容の秘密が保持できない可能性もあること、作成に手数料がかかることがあげられます。
　作成手数料については、遺言に記載される財産によって異なります。また、遺言者には、遺言原本の写しである正本と謄本の２通が交付されますが、その手数料もかかります。
③秘密証書遺言
遺言の内容を秘密としたままで、遺言が本物であることだけを公証人に証明してもらう方式です。自分で作成した遺言を封印し、そのまま公証人に提出することとなっているので、内容の秘密保持を完全に図れるところにメリットがあります。自筆証書遺言と作成の仕方はほぼ同じですが、秘密証書遺言では、本文において、代筆やパソコンでの作成が認められています（署名は自書）。ただし、手続きや形式に不備があった場合、秘密証書遺言は自書であれば、自筆証書遺言として扱われることとされているので（民法§971）、自筆で行うのが望ましいでしょう。作成手続きは以下のとおりです。
	①遺言者が遺言を作成、署名・押印する。
②遺言者が封筒もしくは別紙に包むなどして封印する。
③公証役場で遺言者が公証人1人と2人以上の証人に、封印した遺言書を提出し、自己の遺言書であること、遺言者の氏名・住所を申述する。
④遺言者、証人、公証人が遺言を封した紙（封筒）に署名・押印し、完成
⑤遺言者自らが遺言書を保管する。


秘密証書遺言は、自筆証書遺言と同様、遺言の効力を発生させるために検認の手続きが必要です。また、時間や費用もかかるので、利用者が少ないのが現状です。
④危急時遺言
危急時遺言には遺言方式が2つあります。なお、自筆証書遺言と同様、検認の手続きが必要となります。
（ア）一般危急時遺言
病気や事故などで、死期が迫っている場合の方式です。証人3人以上が立会い、遺言者から口述で遺言内容を受けた証人が筆記します。筆記し終わったら、遺言内容を他の証人に読み聞かせ、筆記が正確なことを確認し、証人全員が署名・押印します。作成後、20日以内に家庭裁判所にて確認手続きを行う必要があります。
（イ）難船危急時遺言
船や航空機の遭難などで、死亡する可能性が高まった場合の方式です。2人以上の証人の前で遺言者が口述し、遺言します。読み聞かせは不要で、筆記もその場でしなくてもいいこととされています。①と同様、家庭裁判所にて確認手続きを行う必要がありますが、こちらは遅滞なく手続きが必要とされています。
⑤隔絶地遺言
隔絶地遺言には遺言方式が2つあります。どちらも代筆が認められていますが、必ず代筆者の署名・押印が必要です。作成後の家庭裁判所での確認は不要としていますが、検認の手続きは必要となります。
（ア）一般隔絶地遺言
洪水、暴動、伝染病などのため、行政処分によって交通を絶たれている場合の方式です。警察官1人と証人1人以上が立ち会い、遺言者、警察官、証人が署名・押印します。
（イ）船舶隔絶地遺言
　遺言者が在船している場合の方式です。船長または事務員1人、証人２人以上が立ち会い、遺言者、船長または事務員、証人が署名・押印します。


①遺言書の撤回・変更は自由
一度残してしまった遺言でも、遺言者が生きている間は自由に撤回したり、再度新しい遺言書を作成することができます（民法§1022）。遺言書は常に新しい日付の遺言書が優先されるので、内容が異なる遺言書であれば、以前の遺言書の異なる部分が取り消され、新しい遺言書の内容が優先されます。
新しい遺言書については、以前と同じ遺言書の方式である必要はありません。
　自筆証書遺言については、遺言書に加除訂正をすることで内容を撤回・変更することができます。加除訂正は、法律の定めに従って行わないといけません。また、全面的に内容を撤回する場合は、破棄することで撤回の意思を示すことができます。しかし、公正証書遺言については、原本が公正役場にあるため、遺言撤回の公正証書を作成する必要があります。　

　前章で、遺言の基本的な部分について紹介しました。この章では、具体的にどう作成していくのか手順を紹介していきます。

①財産目録をつくる






まず、自分の財産がどの程度あるのかしっかりと把握する必要があります。そのためには、自分で事前に財産目録を作成しましょう。財産には、プラスの財産だけでなく、借金やローン、未決済金などの債務も入りますので漏らさず記載します。決まった書式はありませんが、上記を参考にするといいでしょう。
他にも、準備として、相続人の廃除や子の認知について遺言書に記載する場合には、遺言執行者を探す必要があります。
②表現内容に注意する
　自筆証書遺言や秘密証書遺言のように、遺言者本人が遺言書を作成する場合、内容の表現について注意が必要です。相続人間の争いを避けるために遺言書を作っても、あいまいな内容だと、それが争いを招く引き金にもなりかねません。
以下に、注意すべき表現のポイントを紹介します。
	①相続人もしくは受遺者を特定する
　「氏名+遺言者との続柄」を記載します。法定相続人以外の場合、「氏名+生年月日+受遺者の住所もしくは本籍地」を記載します。
②財産を特定する
　「●●が３分の２」など明確に記載します。
　不動産の場合は、土地・建物に分けて登記簿謄本と同じように記載します。
　預貯金については、「金融機関名+支店名+口座番号+口座名義+金額」を記載します。
　株式は、「名義+会社名+株券枚数+株券の番号」を記載します。
③意思を明確にする
　遺言者である自分が何をしたいのか、明確に記載する必要があります。たとえば、「●●に財産を相続させる」や「●●に遺産分割の指定を委託する」などの表現は、遺言書を読んだ家族に明確に意思が伝わります。
　しかし、「この財産は●●にお願いする」「この財産は●●に任せる」のような表現だと、その財産を相続させたいのか、分割の指定を委託されているのか、どちらでもとらえることができるので注意しましょう。


③有効な遺言の前提条件
遺言書が認められるために、遺言者が遺言できる能力があることが前提条件です（民法§963）。冒頭でも述べたとおり、15歳以上の者なら誰でも遺言できます。では、重病の病床で作成された遺言書はどうでしょうか。そのときの遺言者の精神状態をめぐって、「この遺言は無効だ」と相続人間で争いとなるケースもあります。病床での遺言書作成については、医師に診断書を作成してもらった方がいいでしょう。
もう一つ、遺言能力に関連して、証人についても注意しなければなりません。民法では、未成年者、遺言内容と強い利害関係となりうる推定相続人、受遺者これらの配偶者、公証人の配偶者または4親等以内の親族、公証役場の書記・使用人は証人として認められていません（民法§974）。
法律には規定されていませんが、署名ができない者（証人は署名が必須のため）、口述内容を理解できない者、筆記の正確なことを承認できない者、親権者・成年後見人、保佐人は証人となれません。
適任者が知り合いにいない場合は、弁護士など専門家に依頼することもできます。守秘義務もあるので、内容の秘密保持も格段に高まります。

それでは、実際にどのように書くのか、サンプルを紹介します。ここでは、いちばん多く利用されている自筆証書遺言を取り上げます。
■遺言書サンプル



内容に変更が生じた場合、以下のように修正できます。
■遺言書の修正例







遺言をしても、内容が一部の相続人だけ有利であったりすると、もめごとの原因ともなります。そこで、遺言者が自分の希望や相続分の指定の理由、感謝の気持ちなど書いておくと、トラブルの防止につながることがあります。これを、「付言事項」といいます。付言事項には遺言のような法的拘束力はありません。

■付言事項を書いた遺言書例（妻に多く財産を残したい場合）


例のように、法定相続以上の相続分の指定を妻に行いたい場合、付言事項にその理由を明確に示せば、相続トラブルの防止にもつながります。遺留分の放棄については、その希望を記載しても前述のとおり法的効力はありません。しかし、遺言者の意思は確実に伝わり、子どもが納得して遺留分を放棄する可能性は十分にあります。理由を示すことは円満な相続につながることとなります。　

なお、付言事項は法律で義務付けられたものではありませんので、なかったとしても遺言が無効になることはありません。

　ここでは、ケースごとに作成した遺言書の例を取り上げます。
①【ケース1】家族の世話を条件に財産を譲渡したい



②【ケース２】子供に事業を承継させたい





③【ケース3】遺言で子供を認知して相続させたい




④【ケース４】財産の一部を法人などの団体に寄付したい




どのケースでも共通しているのは、遺言者の意思を明確に伝え、相続人間でトラブルが発生しないよう、相続を円満に進めることができるよう注意して作成することです。
■参考文献
・奥田周年・柳原桑子監修『賢く節税&トラブル知らず　相続・贈与・遺言』（2012年4月、池田書店）
・石原豊昭著『みんなが安心　遺言書の正しい書き方・活かし方』（2009年11月、自由国民社）
・小川好澄管主『よくわかる遺産相続と諸手続き』（2011年8月、西東社）
・税理士法人チェスター著『相続はこうしてやりなさい』（2010年9月、ダイヤモンド社）
・山本和義著『平成24年7月改訂　タイムリミットで考える　相続税対策実践ハンドブック』（2012年7月、清文社）
“相続で絶対にもめない”
賢い遺言書作成のポイント
　　
【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
　　　　
“相続で絶対にもめない”


賢い遺言書作成のポイント





「争続」にしない遺言のメリット


知っておくべき遺言書の予備知識


「らしきもの」にしない遺言書作成のテクニック
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●●●●会計事務所





○○○○○○税理士事務所








「争続」にしない遺言のメリット
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遺言する人は増加傾向
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遺言の法的効力　　
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遺言の執行　　
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遺産分割協議　　
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遺留分　　








遺留分権利者





直系尊属（父母、祖父母）のみが相続人…財産の3分の1





子のみが相続人…財産の2分の1





●相続開始時の財産


●相続開始前1年以内の贈与


●遺留分侵害を互いにあらかじめ知って行った贈与


●特別受益にあたる贈与


（相続以前に相続人の誰かに贈与した財産）








遺留分の対象財産








配偶者のみが相続人…財産の2分の1





※兄弟弟妹には遺留分はなし





知っておくべき遺言書の予備知識
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民法で決められている遺言　　　　　








1





＜必要書類＞


●申立書　●遺言者の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍，改製原戸籍）謄本　


●相続人全員の戸籍謄本　●遺言書（封書の場合は封書）1通につき収入印紙800円分


●連絡用の郵便切手





検認済証明書の申請


遺言書に検認済証明書がついてなければ遺言執行はできない。検認後、申立人は「検認済証明書」の申請（遺言書1通につき150円分の収入印紙と申立人の印鑑が必要）が必要。





検認の実施


家庭裁判所において、申立人、相続人の立会いのもとに遺言書の検認が行われ、検認調書が作成される。





検認期日の通知


遺言書の検認期日が、家庭裁判所から相続人全員に通知される。しかし、申立人以外の相続人の場合、検認に立ち会うかどうかは自由。





検認の申し立て


遺言書を発見した相続人（または遺言書の保管者）が、遺言者最後の住所地の家庭裁判所に遺言書を提出、検認の申し立てを行う。
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遺言の撤回及び変更　　　　　








「らしきもの」にしない遺言書作成のテクニック
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作成前の準備
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①プラスの財産


















































②マイナスの財産














③相続対象財産の合計額（概算）




















③相続対象財産の合計額（概算）








財産の種類�
財産内容�
債務額�
�
借入金・ローン�
借入先�
�
円�
�
連帯保証債務�
債権者�
�
円�
�
その他借金�
借入先�
�
円�
�






マイナス財産の合計＝　　　　　　　　円　　　　　　　　円





プラス財産の評価額合計－マイナス財産の合計＝　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円





財産の種類�
財産の内容�
評価額


（※時価ではないので注意）�
�
預貯金�
　　　　　銀行　　　　　支店　　　　　預金�
円�
�
�
　　　　　銀行　　　　　支店　　　　　預金�
円�
�
現金�
保管


場所�
�
円�
�
�
�
�
円�
�
貸金�
債務者�
�
円�
�
�
�
�
円�
�
株式・公社債�
取扱先�
　　　　　　　　　　　　　　　（銘柄）�
円�
�
�
�
　　　　　　　　　　　　　　　（銘柄）�
円�
�
その他金融資産（ゴルフ会員権、死亡保険金など）�
�
円�
�
�
�
円�
�
不動産�
所有�
所在地・


面積�
土地／建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡�
円�
�
�
�
�
土地／建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡�
円�
�
�
借�
所在地・


面積�
土地／建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡�
円�
�
�
�
�
土地／建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡�
円�
�
家庭用財産


（宝石、自動車など）�
※保管場所も記載�
円�
�
事業用財産


（パソコンなど）�
※保管場所も記載�
円�
�






プラス財産の評価額合計＝　　　　　　円　　　　　　　　円





財産の種類�
財産内容�
債務額�
�
借入金・ローン�
借入先�
�
円�
�
連帯保証債務�
債権者�
�
円�
�
その他借金�
借入先�
�
円�
�






マイナス財産の合計＝　　　　　　　　円　　　　　　　　円





プラス財産の評価額合計－マイナス財産の合計＝　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円





プラス財産の評価額合計＝　　　　　　円　　　　　　　　円





財産の種類�
財産内容�
債務額�
�
借入金・ローン�
借入先�
�
円�
�
連帯保証債務�
債権者�
�
円�
�
その他借金�
借入先�
�
円�
�






マイナス財産の合計＝　　　　　　　　円　　　　　　　　円





プラス財産の評価額合計－マイナス財産の合計＝　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円





遺言書の基本的な書き方
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遺言書





遺言者田中太郎は、次のとおり遺言する。





1　●●銀行△△支店の田中太郎名義の普通預金（口座番号○○○○○○○）は、妻田中花子に相続させる。





2　○○株式会社株式1万株は、長男田中誠に相続させる。





平成○○年○月○日


遺言者　田中太郎





田中





田中





田中





田中





遺言書





遺言者田中太郎は、次のとおり遺言する。





1　●●銀行△△支店の田中太郎名義の普通預金（口座番号○○○○○○○）は、妻田中花子に相続させる。





2　○○株式会社株式1万株は、長男田中誠に相続させる。





平成○○年○月○日


遺言者　田中太郎





付記


　この遺言書3行目、2字削除、2字加入。


　この遺言書4行目、2字加入。


この遺言書5行目は全文を削除


　


田中太郎





田中





定期





田中





全額





田中





田中





田中





田中





田中





田中





田中





遺言書





遺言者佐藤正雄は、次のように遺言する。





各相続人の相続分を次のとおり指定する。


妻　　佐藤春子　　　　　　　8分の6


長男　佐藤庄司　　　　　　　8分の１


次男　佐藤昭雄              8分の１





付言事項


　妻春子には、ずっと苦労をかけてきた。私が、病気をせず元気に仕事を続けられたことも、子どもたちが立派に成長できたのも、春子のおかげだと感謝している。私の死後、春子が老後の生活に困らず安らかに暮らせるよう相続分を指定した。


　庄司と昭雄には、私の願いをくみ取って、親子間で争うことなく遺言どおり遺産を分配し、各自の遺留分を放棄してくれることを希望する。


　また、庄司と昭雄には、春子の老後の暮らしを支えていってくれるよう切に希望する。





　　　　　　　　平成○年○月○日


遺言者　佐藤正雄





佐藤





ケース別「あってよかった」遺言書例
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遺言書





遺言者田村正は、高齢で病気を患っている妻田村礼子の今後の生活を考え、次のように遺言する。





1　遺言者の甥鈴木満（東京都足立区鹿浜○丁目○番○号■■マンション101在住、昭和▲年▲月▲日生まれ）に次の財産を遺贈する。


　（１）遺言者名義の●●銀行○○支店の定期預金全額


　　　　（定期預金口座番号△△△△△△△）


　（２）遺言者名義の土地


　　　　東京都北区十条○丁目○番○号


　　　　宅地　86.7平方メートル


（３）遺言者名義の建物


　　　前同所同番同号所在、家屋番号○番○


　　　木造瓦葺2階建居宅


　　　1階　60.5平方メートル


　　　2階　32.8平方メートル





２　遺言者の甥鈴木満は、1項の財産を相続する条件として、遺言者の妻田村礼子の生存中、その生活費ならびに入院費用として、毎月20万円を毎月末日までに、妻田村礼子名義の下記の銀行口座に振り込むこととする。


　●銀行○○支店　普通預金口座△△△△△△△


　　鈴木満は、田村礼子に手術費用ならびに介護サービスが必要となった場合は、その費用を全額支払うこととする。


平成○年○月○日


遺言者　田村　正





田村





ポイント








高齢のため財産管理ができないおそれのある配偶者の将来を保証するために作成して遺言です。このように妻の世話をする条件で財産を譲ることを「負担付贈与」といいます。他の相続人から理解を得られるよう具体的に理由を明記するといいでしょう。付言事項では法的効力はないため、遺言書本文に記載することが望ましいです。





遺言書





遺言者三木武治は、遺言者が創立した三木食品株式会社を長男三木厚志に承継させるため、次のように遺言する。





1　長男三木厚志に遺言者名義の三木食品株式会社の株式すべてを相続させる。





2　長男三木厚志に三木食品株式会社が使用する土地と建物を相続させる。


　


　（１）土地


埼玉県川口市青木○丁目○番○号


　　　　宅地　154.2平方メートル





　（２）建物


前同所同番同号所在、家屋番号○番○


　　　鉄骨造スレート葺4階建


　　　1階　61.2平方メートル


　　　2階　61.2平方メートル


　　　3階　61.2平方メートル


　　　4階　53.8平方メートル





3　遺言者死後、長男三木厚志を三木食品株式会社の代表取締役社長に定めること。





4　上記以外の財産については、妻洋子、長男厚志、長女真理にそれぞれ3分の1ずつ相続させる。





平成○年○月○日


遺言者　三木武治





三木








「長男に会社を継がせる」だけでは、実際に経営者となって会社を承継できるとは限りません。長男の経営権を確実なものとするために、株式の相続についても明記します。会社資産である、不動産や現金、営業権、特許権などについても明記しないと、他の相続人にとっても相続財産の対象となり、会社資産を得るために長男は代償金を払わないとならなくなるケースも出てきます。





ポイント





遺言書





　遺言者丸山幸雄は、経済的困難に陥らないよう次の者を認知し、財産を相続させるべく、以下のとおり遺言する。





1　認知する者


　　本籍　東京都豊島区巣鴨○丁目○番○号　


　　住所　本籍地と同じ


　　氏名　高木正美


生年月日　平成●年●月●日生まれ


戸籍筆頭者　高木良子





2　上記の高木正美の相続分


　　長男丸山義男、次男丸山光男、長女佐々木由美子と同じ相続分とする。





3　上記の高木正美の相続分の分割方法として、次の土地を譲るものとする。


所在　東京都立川市曙町○丁目○番地


地番　同町○番○号


宅地　△△平方メートル





4　この遺言の執行者として、次の者を指定する。


東京都新宿区四谷○丁目○番○号▲▲ビル


弁護士　中田俊哉





平成○年○月○日


遺言者　丸山幸雄








丸山








認知をする理由は書く必要ありません。ただし、自分の子供であることが前提条件です。遺言で子供の認知を行う場合は、届に本籍地、住所地、氏名、生年月日、戸籍筆頭者の記載が必要なので遺言にも明記しましょう。届出を行う際は、遺言執行者が必要なので、必ず指定してください。非嫡出子の相続については、相続人間でトラブルが起きやすいため、他の相続人の感情、遺留分に配慮した方がいいでしょう。特定の財産だけを相続させた方が後々のトラブルを防げる可能性が大きいです。今回、遺言執行者の指定は義務付けられていますが、スムーズに相続を進めるためにも、非嫡出子の相続については、遺言執行者を指定しておく方が望ましいです。





ポイント





遺言書





　遺言者松田茂樹は、次のように遺言する。





1　遺言者は高齢者福祉サービスの拡充を願い、社会福祉法人「みのり園」（神奈川県藤沢市藤沢○丁目○番地）に次の財産を遺贈する。


　　土地　神奈川県藤沢市朝日町○丁目○番地


　　宅地　752.3平方メートル





2　社会福祉法人「みのり園」（神奈川県藤沢市藤沢○丁目○番地）からの要望がある場合、1項の土地は換金処分をしたうえで遺贈する。





3　1項の財産を除いた財産は、すべて長男芳樹に相続させるものとする。





4　この遺言の遺言執行者として、次の者を指定する。


東京都千代田区日本橋○丁目○番○号▲▲ビル


弁護士　原田公男





平成○年○月○日


遺言者　松田茂樹











松田








遺贈の対象は、人でなくても法人でも構いません。社会貢献のために寄付をしたい場合、遺言で遺贈ができます。ここで、注意すべき点は、相続人の遺留分を侵害しないよう配慮することです。後々、相続人が遺留分の減殺請求を法人あてに行うことになってしまった場合、寄付をされた法人先に迷惑がかかってしまいます。また、不動産などの寄付の場合、移転登記や換金処分など手続きも煩雑で専門知識も必要となるため、遺言執行者として弁護士などの専門家に依頼する方が得策です。ちなみに、通常、不動産などを寄付すると所得税が課税されてしまいますが、公益事業を行う法人については、国税庁の承認を受ければ非課税となります。





ポイント





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218
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